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旬に「パリ協定」 （参考文献①）を採択して閉幕した。 〇一六年四月にニューヨークにある国連本部で署名式が行われるが、発効には五五締約国の国内締結とこれらの締約国の温室効果ガス排出量が世界全体の 五％ 占めることが条件となっている。今後、各国の批准状況、発効に向けた動向や各議題について さらな 交渉過程を注視していく必要がある。　
パリ協定までの道のりは平坦で
はなかった。パリ会議に並行して開催されたイベントでは、最新の気候観測、省エネ技術、持続可能な都市に向けたエネルギー開発などが紹介される前向きな動きが多くみられたものの、交渉の現場では国家権益の対立というハイ・ポ




















動計画」では、 「緩和」 「適応」「資金」および「技術移転」を京都議定書とは別に「条約」の下で交渉を開始すると定めた。そして、二〇〇九年に「コペンハーゲン合意」が作成され、最終的には正式決定にならなかったが、法的強制力を持たない削減目標の提出およびそれへの評価、先進国全体での資金拠出額などを示した。二〇一〇年にメキシコで採択された「カンクン合意」は事実上コペンハーゲン合意の追認であり、加えて「緑の気候基金」 「技術執行委員会」 「気候技術センター・ネットワーク」が設立された。その後の二〇一一年に南アフリカで決定された「ダ バン合意」では、すべての締約国に適用される法的合意の作成を開始することを決めた。今回のパリ協定はその成果であり、二〇二〇年以降を規定する国際枠組みとなる。また二〇一二年以降は「ドーハ・クライメイト・ゲートウェイ」 、二〇一三年の「損失と損害に関するワルシャワ国際メカニズム」 、二〇一四年 「気候行動のためのリマ声明」が合意されている（参考文献④） 。　
パリ協定を受けた今後の気候変
動対応につ て、各国・地域また
は各分野でいかなる影響が予想されるのか、また今後の課題としてどのような点に取り組むことが求められているのか。本特集では気候変動へ 影響に対する緩和策とそれへの適応策をともに視野に入れつつ、重要と考えられる課題やいくつかの国での対応についてそれぞれの視点から論じたものである。具体的には、パリ協定に至る気候変動交渉と同協定のレビュー、アメリカの気候変動対策の展望、中国の石炭・エネルギー問題を踏まえた気候変動対応の展望、緩和策の鍵を握る技術移転メカニズム先進国と途上 を二分してきた気候資金をめぐる議論の動向と今後の展望、気候変動交渉における環境ＮＧＯの役割、気候変動によ影響とそれへの対応 いう点で脆弱な国・地域であるバングラデシュ、ツバル、アフリカにおける適応策や損失と損害への対応、そして最後に地球規模の生態危機への国際対 におけるパリ協定 意義と今後のガバナンスのあり方を論じている。もっとも気候変動対応をめぐっては非常に多くの論点があり、本特集で取り上げたのはその一部にすぎず、かつ 象国・地域も限られている。そのなかで、
本特集が今後の気候変動対応を考えていくうえで何らかの有意義な情報や論点を提示することができれば幸いである。　
気候変動に対処するには、多様

















































































































l ） 、 環境省 （
http://w
w
w
.
env.go.jp/earth/ondanka/cop.
htm
l ） 、経済産業省（参考文献
③参照）関連ウェブサイト。
【付記】パリ協定および関連文書には各用語の定訳がないものもあることから、筆者間で表記が異なる場合があることに留意されたい。
